＜特別決議＞
後期高齢者医療制度の即時廃止、ストップ改憲、消費税の増税ＮＯ！
くらしと平和を守るために、連帯してたたかいを強めよう！
  全国の生協と関連職場で働くなかまのみなさん
  福田内閣の支持率は低下の一途をたどり、朝日新聞の世論調査では19％、不支持は65％に達しました。この背景には、高齢者の人権と尊厳をふみにじる後期高齢者医療利制度、国民の生活をかえりみないガソリン税の復活の強行などがあります。
　4月に実施が強行された後期高齢者医療制度は、全国どこでも国民の怒りが沸騰しています。6月8日の沖縄県会議員選挙で与野党逆転が実現したことは、まさに国民の怒りの大きさを熱く物語っています。この制度の最大の問題は、75歳という年齢を重ねただけで、国保や健保から強制的に脱退させられ別枠の制度に囲い込まれ、保険料は天引きで２年ごとに際限なくあがる、保険で受けられる医療はどんどん切り下げられる、医療費削減のために高齢者を差別するというところにあります。年齢による差別医療などというものは、どんな理由があっても許されるものではありません。お年寄りが長生きされたら、みんなで喜び、医療費を無料にしていくというのが、当たり前の政治の姿勢です。こうしたなか、日本共産党、民主党、社民党、国民新党の野党四党は、後期高齢者医療制度を廃止する法案を参議院に5月23日提出しました。私たちは、この法案の成立を心より期待するとともに、廃止に向けて全国のなかまとともにたたかうことを決意します。
  全国の生協と関連職場で働くなかまのみなさん
  福田内閣は、自衛隊の海外での活動をいっそう拡大・強化するため、派兵の地域や期間、任務に関する限定を取り除き、武器使用や派兵のための要件をも大幅に緩和する恒久法の制定を、強行しようとしています。これは、日本国憲法９条の破壊を極限までおしすすめるものであり、断固として許すことはできません。
　全国で7000を越えた「九条の会」をはじめ、「憲法9条守れ」の世論と運動は大きく広がり、朝日新聞の世論調査では「9条は変えない」が66％に達するなど大きな変化を生み出しています。そして、イラクへの海外派兵は、憲法違反であるという名古屋高裁判決が出されました。私たちは、9条を生かした政治にしていくために、今後も奮闘していく決意です。
  全国の生協と関連職場で働くなかまのみなさん
  私たちは、2008年春闘で「なくせ貧困」の国民的運動をすすめてきました。特に、最低賃金の大幅引き上げめざして、2.13中央行動の成功、職場・地域の署名・宣伝行動の強化、最低賃金審議委員に全国で30人が立候補するなど奮闘してきました。最低賃金の大幅引き上げは、もはや国民的な要求となっています。
  小麦や乳製品など食料品の高騰をはじめ連続する物価値上げは、国民生活に大きな打撃となっています。にもかかわらず福田自公政権は、年金などを人質にした消費税増税を打ち出しています。このたくらみをうち破り、軍事費の削減、大企業の減税を元に戻すなど税金の取り方、使い方に対する国民世論を喚起しましょう。世界に誇る平和憲法のすばらしさを伝え、海外派兵恒久法のたくらみをうち破りましょう。
　大きな転換の時代です。組織の拡大・強化と運動の前進で労働組合の力を大きく育て発揮しましょう。
２００８年６月１２日  生協労連第８５回中央委員会
